




は じ め に
第章 独立行政法人における役員構成の実態
第章 独立行政法人による効率的な組織運営の要因分析
お わ り に


































（2001 年 12 月 25 日)
2)
）。これを追認した閣議決定「退職管理基本方針につい
























） 衆議院議員山内康一君提出日本郵政に関する質問に対する答弁書（2009 年 11 月日）。
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（2017 年 11 月 30 日時点）には，各府省等の「管理職職員」（国公
法第 106 条の 23 第項。地方支分部局等を含む本府省企画官相当職以上）が国公法
第 106 条の 23 第項の規定に基づく独立行政法人の役員に就くことについて





















に至っては再就職者がゼロである。2016 年 10 月日時点では，全独立行政法
人の常勤役員に占める退職公務員は 4.1％（461 人中 19 人)
10)
であり，10 年前
の 2006 年 10 月日時点（37.8％，510 人中 193 人）と比べて 30％以上も減少
している。つまり，ここからは管理職職員が独立行政法人役員に再就職するこ
とが以前に比べて少なくなっていることが分かる。
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13） 2014 年度以前は指定職俸給表の適用を受ける職員の号俸が人事院のウェブサイトには公表





























































ている。2016 年 10 月段階では全 88法人のうち 73 法人（87.8％）において役
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ム」については検査対象となった全 97 法人中 93 法人（95.8％），「施設管理・
運営」については 91 法人（93.8％），「相談」については 84 法人（同 86.5％），
「調査・研究」については 83 法人（同 85.5％）が民間委託を実施している。し
























21） 2011 年月〜2015 年月日の間に解散された旧沖縄科学技術研究基盤整備機構（〜2011
年 11 月），旧平和祈念事業特別基金（〜2013 年月），旧日本万国博覧会記念機構（〜2014 年
月），旧雇用・能力開発機構（〜2011 年 11 月），旧国立健康・栄養研究所（〜2015 年月），
旧医薬基盤研究所（〜2015 年月），旧年金・健康保険福祉施設整理機構（〜2014 年月），旧
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23） データは，内閣人事局ウェブサイトにおける 2010〜14 年度「独立行政法人等の役員に就い
ている退職公務員等の状況の公表について」（http: //www. cas. go. jp/jp/gaiyou/jimu/jin-
jikyoku/jinji_j.html）に拠る。
24） たしかに現行の独立行政法人の類型が導入された時期は 2015 年度からであり，本稿が分







































































































K.Oyama and Y.Oda（2016）ÒDeterminants of the Budget Levels in Incorporated
Administrative Agencies: Verification of the Results of the Reorganization and
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